　　　春日井市国民健康保険推進員取扱要綱
　（趣旨）
第１条　この要綱は、国民健康保険税（以下「保険税」という。）の納付の啓発その他国民健康保険事業に関する業務の円滑な推進を図るため、春日井市国民健康保険推進員（以下「推進員」という。）について必要な事項を定めるものとする。
　（身分等）
第２条　推進員は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第171条第１項に規定するその他の会計職員とし、春日井市会計規則（平成９年春日井市規則11号）第97条第１項に規定する現金取扱員に任命する。
　（任用）
第３条　推進員は、次条に規定する職務を遂行する能力を有する者のうちから、適当と認める者を市長が任用する。
　（所属及び職務）
第４条　推進員は、市民生活部保険医療年金課に所属し、保険医療年金課長の指揮監督を受けて次に掲げる職務を行う。
　⑴　国民健康保険事業の円滑な推進に関する啓発に関すること。
　⑵　被保険者の異動状況の把握、調査、連絡等に関すること。
　⑶　前２号に定めるもののほか、国民健康保険事業の円滑な運営に関すること。
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる職務については、財政部収納課長の指揮監督を受けて行うものとする。
1 　保険税並びにその徴収業務に付随して徴収することとなる市税、県民税、後期高齢者医療保険料、介護保険料及びこれに附帯する収入金（以下「保険税等」という。）の納付の啓発に関すること。
　⑵　口座振替による保険税等の納付の勧奨に関すること。

　⑶　保険税等の収納に関すること。
　（報告）
第５条　推進員は、市長が必要と認める書類、帳票等を添付して、毎日業務報告書を、毎月１日までに前月の実績報告書を市長に提出することにより、その職務の遂行状況等を報告しなければならない。
２　市長は、前項の規定にかかわらず、特に必要と認めるときは、推進員に職務遂行状況等について報告を求めることがある。
　（身分証明書等）
第６条　推進員は、職務を遂行するときは、常に身分証明書（別記様式）を携帯し、名札を指定位置につけなければならない。
２　推進員は、関係者から請求を受けたときは、身分証明書を提示しなければならない。
３　推進員は、退職（任用期間の終了を含む。第８条において同じ。）し、又は解職されたときは、身分証明書及び名札を直ちに返還しなければならない。
　（届出の義務等）
第７条　推進員は、公金又は関係帳票を紛失したときは、直ちにその旨を市長に届け出なければならない。
２　推進員は、執務時間中に事故を起こしたときは、速やかに保険医療年金課長に報告し、その指示に従わなければならない。
　（貸与等）
第８条　市長は、推進員に対して業務上必要な備品、カバン等事務用品を貸与するものとする。
２　推進員は、退職し、又は解職されたときは速やかに当該貸与品を返還しなければならない。
　（雑則）
第９条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成14年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成15年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成20年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成21年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成22年10月１日から施行する。
附　則
１　この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

　２　改正後の春日井市国民健康保険推進員取扱要綱の規定は、平成24年４月１日以後に実施する折衝について適用し、同日前に実施した折衝については、なお従前の例による。

附　則

１　この要綱は、平成25年10月１日から施行する。

　２　改正後の春日井市国民健康保険推進員取扱要綱の規定は、平成25年10月１日以後に実施する業務について適用し、同日前に実施した業務については、なお従前の例による。

　　　附　則

　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

別記様式（第６条関係）
（表）
	第　　　　号
　　　　　　　　身　分　証　明　書
　　　　　　　　　　氏名
　　写
　　真
　
　　　　　　　　　　年　　月　　日生
　　上記の者は、春日井市国民健康保険
　推進員であることを証明する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　春日井市長　　　　　　　　　印



　　　　　　　　　　　　　　　  （裏）
	　１　本証は、執務中常にこれを携帯し、関係者の請求に応じてこれを提示しなければならない。
　２　本証は、他人に貸与、譲渡、改ざん等をしてはならない。
　３　本証を汚損、き損又は紛失したときは、速やかにその事由を具して市長に届け出なければならない。
４　本証は、推進員でなくなったときは、これを市長に返還しなければならない。
　５　本証の有効期限は、交付の日から１年とする。


